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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記
載しておりません。なお、  本株主総会におきましては、書面交付
請求の有無 にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記
事項を除 いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第50回定時株主総会招集ご通知

交付書面非記載事項

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書

連　結　注　記　表

株主資本等変動計算書

個　別　注　記　表

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

イメージ情報開発株式会社
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の

業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

・当社及び子会社の取締役が、法令・定款を遵守すること並びに「イメージ情報開発企

業行動基準」に則った行動をとるよう、各社の取締役会及び経営会議等を通じて監視

し、徹底を図る。

・コンプライアンス委員会は、当社及び子会社の役職員の法令遵守に対する取り組みの

状況を点検し、必要な場合は整備し、また教育を行う等当社及び子会社を横断的に統括

する。

なお、コンプライアンス委員会の活動概要は、必要に応じて取締役会に報告する。

・当社と利害関係を有しない非業務執行取締役を選任し、取締役の相互監視・監督機能

を強化することにより、適法性を強化する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、原則文書化(電磁的媒体を含む)を行い、文書管理規

程に基づき保管・保存を行う。取締役及び監査役は常にこれらの文書を閲覧することが

できる。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社及び子会社の業務に係るリスクに関して、各所管部門において予見されるリスクの

分析と識別を行い、リスク管理体制を明確にするとともに、内部監査室が当社及び子会

社各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を代表取締役へ報告する。

④ 当社及び子会社の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社及び子会社の各取締役の職務の執行については、各社における組織に関する規程

における業務分掌規程、職務権限規程を定め、これに基づき責任の明確化並びに効率的

な業務の遂行を図る。

・当社は定時取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

また業務執行取締役及び業務執行取締役が必要と判断した者及び監査役が出席する経営

会議において、業務執行に関する経営課題を審議する。
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業務の適正を確保するための体制

・子会社は、定時取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催す

る。当社の経営管理部が開催状況を定期的に確認する。

・当社及び子会社の取締役会は、経営会議の執行方針、法令で定められた事項やその他

経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督する。

⑤ 当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

・当社の内部監査室は、各部署の日常的な活動状況の監査を実施する。

・当社のコンプライアンス委員会及び内部監査室は、平素より、当社及び子会社のコン

プライアンス体制及びコンプライアンス上の課題の有無を調査・確認し、必要に応じて

取締役会へ報告・提案を行う。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

上記記載の事項ほか、次の体制を確保する。

・「グループ会社管理規程」を整備し、当社子会社のコンプライアンス体制、リスク管

理体制を構築・推進する。

・監査役は、内部監査室及び会計監査人と連携し、当社子会社の業務執行の適正確保の

観点から監査を行う。

・適正なグループ経営を推進するため、当社及び当社子会社における情報の一元化・共

有化を図り、報告・指示・要請の伝達等を適時・的確に行う体制を構築する。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項、使用人の当該監査役設置会社の取締役からの独立性に関する事項並び

に当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役は、内部監査担当者に監査業務に必要な事項を指示できるものとし、監査役より

監査業務に必要な指示を受けた使用人はその指示に関する取締役の指示を受けないもの

とする。

⑧ 当社及び子会社の取締役及び使用人が当該監査役設置会社の監査役に報告をするため

の体制及び当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

・当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社の信用を著しく低下させる事項及び会社

の業績を著しく悪化させる事項が発生し又は発生する恐れがあるとき、役職員による違

法又は不正な行為を発見したときは速やかに所属する会社の監査役に報告を行うことと

し、その徹底を図る。子会社において、監査役がこれらの報告を受けた場合は、直ちに

当社の監査役へ報告する。
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業務の適正を確保するための体制

・前項の報告に対し、報告を理由とした不利益な取扱いは行わない。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理は、監査役からの申請に基づき適切に行う。

⑩ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、法令等に定められた権限を行使し、会計監査人及び内部監査室等をはじめ

とする社内組織と連携し、取締役の業務執行の適法性、妥当性、効率性について監査を

実行する。

・監査役は、取締役会へ出席するほか、必要に応じて重要な社内会議に出席する。

・監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を

行う。

・監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに、

必要に応じて会計監査人に報告を求める。

⑪ 反社会的勢力を排除するための体制

当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、拒絶することを基本方針とし、取引

先がこれらと関わる個人、企業、団体等であると判明した場合には取引を解消する。なお、

当社取締役及び使用人で、取引を開始しようとする者は、「反社会的勢力対策規程」に従

い、取引相手の反社会性を検証し、問題がないことを確認した上で、当該取引を開始する。

管理部門を反社会的勢力対応部署と位置付け、情報の一元管理、蓄積を行う。また、取締役

及び使用人が基本方針を遵守するような教育体制を構築するとともに、反社会的勢力による

被害を防止するための対応方法等を整備し周知を図る。反社会的勢力による不当要求が発生

した場合には、警察、顧問法律事務所、暴力追放運動推進センター等の外部専門機関と連携

し、有事の際の協力体制を構築する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社グループでは、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しており、その基本

方針に基づき内部統制システムの整備とその適切な運用に努めております。主な運用状況は以

下のとおりです。

① 内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備状況及び運用状況は、内部監査室がモニ

タリングし、改善を図っております。
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業務の適正を確保するための体制

② コンプライアンス

当社及び子会社では、当社監査役が参加するコンプライアンス委員会を開催し、企業活

動において法令遵守体制の整備、維持に努めております。

③ 取締役

当社及び子会社は、「取締役会規程」に基づき、月１回以上の取締役会を開催し、法令又は

定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行の監

督を行っております。

④ 監査役

監査役は、取締役会へ出席するとともに、監査役による経営会議及びその他の重要会議への

出席を通じて、内部監査室の担当する内部統制の整備状況及び運用状況を確認しておりま

す。また、当社の監査役は会計監査人、内部監査室と定期的に、相互に情報交換を実施する

ことで、当社及び子会社の内部統制システム全般をモニタリングするとともに、より効率的

な運用の助言を行っております。

⑤ 内部監査

内部監査室は、年間の内部監査計画に基づき、当社全部門及び子会社の内部監査を実施

しております。内部監査の結果は、代表取締役及び監査役会に適時に報告されていま

す。

⑥ 反社会的勢力との関係断絶当社及び子会社では、反社会的勢力との取引防止のため、

新規取引先の事前確認及び既存取引先の継続的確認を適宜実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 301,000 8,552 72,097

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失(△) － － △36,568

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 － △8,552 △5,302

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － － －

当 期 変 動 額 合 計 － △8,552 △41,870

当 期 末 残 高 301,000 － 30,226

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金

当 期 首 残 高 △54,005 327,644 9,200

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失(△) － △36,568 －

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 － △13,855 －

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － － △2,283

当 期 変 動 額 合 計 － △50,423 △2,283

当 期 末 残 高 △54,005 277,220 6,916

非支配株主持分 純資産合計

当 期 首 残 高 － 336,844

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失(△ ) － △36,568

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 － △13,855

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 23,971 21,688

当 期 変 動 額 合 計 23,971 △28,736

当 期 末 残 高 23,971 308,107

連結株主資本等変動計算書

（注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結注記表

　連　結　注　記　表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（１）連結の範囲に関する事項

 連結子会社の状況

連結子会社の数 3社

連結子会社の名称 イメージ情報システム株式会社、株式会社エンジニアファーム、

株式会社バニヤンズ

　このうち、株式会社エンジニアファームにつきましては2024年7月に

新たに共同設立したことにより、また、株式会社バニヤンズにつきまし

ては、2024年12月および2025年2月に株式を取得したことにより、当連

結会計年度より連結の範囲に加えております。

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　なお、株式会社バニヤンズにつきましては、当社子会社化にあたり、決算期の変更を行てお

り、当連結会計年度におきましては９ケ月の変則決算となっております。

（３）会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　　時価法

　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

によっております。

商品 移動平均法

仕掛品 個別法

貯蔵品 移動平均法
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連結注記表

②　重要な減価償却資産の減価償却方法

無形固定資産

　主な耐用年数は、次のとおりであります。

ソフトウエア　　定額法

なお、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益（５年以

内）に基づく定額法、並びに、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

のれん　　　　　のれんの償却については、５年間の定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき金額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

  当社グループは、システムインテグレーションの開発及び販売、システムの保守を行って

おります。これら事業における主な履行義務は、顧客と契約した開発製品等については製品

の引渡し及び役務の提供としております。 顧客と契約した製品の引渡し及び役務の提供時点

を、支配移転として、収益を認識しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

  当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

(「法人税、住民税及び事業税に関する会計基準」等の適用)

　「法人税、住民税及び事業税に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）

等を当連結会計年度期首から適用しております。これによる連結財務諸表に与える影響はあり

ません。

－ 7 －



2025/05/28 11:08:07 / 24177563_イメージ情報開発株式会社_招集通知

連結注記表

３. 会計上の見積りに関する注記

（１）請負契約に係る収益認識

①　当連結会計年度末において連結計算書類に計上した金額：　47,339千円

②　金額の算出方法

　履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわた

り算出しております。

③　金額の算出に用いた主要な仮定

　履行義務の充足に係る進捗度の適切な見積りにあたっては、連結会計年度末において成

果物の出来高に対応して発生した実際原価の原価総額の見積り額に対する割合により算出

する原価比例法によっております。

④　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

  原価総額の見積りには、成果物の内容及び作業工数に関する仮定が含まれ、請負契約の

締結後に判明する事実及び業務の状況の変化によって作業内容及び工数を変更する可能性

があります。特に過去の事例がない制作物や請負金額が多額になる請負業務に関する作業

内容及び工数の見積りには不確実性があり、想定していなかった原価の発生等により当該

見積りの見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の財政状況、経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

（２）のれんの評価

①　当連結会計年度末において連結計算書類に計上した金額　88,935千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　のれんは、当社が当連結会計年度においてシステムコンサルティング業を行う株式会社

バニヤンズの株式の50.4％を取得し、連結子会社化した際に発生したものであります。

　当該のれんについては、取得原価のうち、のれんに配分された金額が相対的に多額であ

るとして、減損の兆候が存在すると判断しましたが、割引前将来キャッシュ・フローがの

れん及び同子会社に係る固定資産の帳簿価額を上回っているため、減損損失の認識は不要

と判断しております。

　割引前将来キャッシュ・フローは、株式会社バニヤンズが策定した事業計画を基礎とし

ており、過去の実績及び市場の成長率を考慮して決定した売上高成長率及び営業利益率を

主要な仮定としております。

　これらの主要な仮定は、当社グループが期末日時点で入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいておりますが、見積りの不確実性が高く、割引前将来キ
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普通株式 2,080,000株

ャッシュ・フローの見積りに用いた仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年

度において減損損失を認識する可能性があります。

（３）繰延税金資産の回収の可能性

①　当連結会計年度末において連結計算書類に計上した金額　6,525千円

②　その他の情報

・当連結会計年度末において連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループは、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲

内で、繰延税金資産を計上しております。

・当連結会計年度末において計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　将来課税所得の基礎となる将来の事業計画は、経営者の判断を伴う主要な仮定により

影響を受けます。そこでの重要な仮定は、主に売上の成長の予測及び主となる原価であ

る人件費等の市況推移の見込みであります。

・翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受

ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年

度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

（１）資産から直接控除した引当金

 その他（投資その他の資産）から直接控除した貸倒引当金　508,295千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額および減損損失累計額　91,781千円

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、必要な資金を主に自己資本や金融機関借入により調達し、余資は主に

流動性・安全性の高い金融資産で運用しております。

　売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については市場価格の変動リ
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時価 差額

 投資有価証券 16,219 16,219 －

 長期借入金 3,600 3,610 10

スクに晒されており、四半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金および設備投資に係る資金調達であり、金利変動リスクに晒さ

れております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

　なお、金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり

ます

（単位：千円）

（注）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「短期貸付金」、「買掛

金」、「未払法人税等」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象になる資産又は負債に関する相場

価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

－ 10 －
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区分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 16,219 － － 16,219

資産計 16,219 － － 16,219

区分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,610 － 3,610

負債計 － 3,610 － 3,610

レベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

（単位：千円）

②　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

①　投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

②　長期借入金

長期借入金の時価は、返済期間ごとに区分した元利合計金額を、同様の新規借入れを

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算出する方法によってお

り、その時価をレベル２の時価に分類しております。

－ 11 －
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報告セグメント
合計

ITソリューション BPO・サービス

コンサル・設計・構築（一括） 72,279 － 72,279

コンサル・設計・構築（期間） 217,830 － 217,830

運用・保守 158,056 － 158,056

業務運用 － 111,211 111,211

商品販売・その他 86,680 － 86,680

顧客との契約から生じる収益 534,846 111,211 646,058

７. 収益認識に関する注記

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要なサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりです。

（単位：千円）

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　当社グループでは、報告セグメントにて以下の事業を営んでおります。

①　ITソリューション

・コンサルティング／設計／構築事業

　ＩＴ戦略の支援及びシステムの設計構築を行っております。

・運用／保守事業

　コンサルティング／設計／構築事業において顧客に提供したシステムの運用・保守を行っ

ております。

・商品販売事業

　IT関連機器やソフトウエアの仕入／販売、自社開発パッケージソフトウエアの製造／販売

を行っております。

②　ＢＰＯ・サービス事業

決済処理や会員管理等の業務を代行しております。

　顧客との契約における履行義務の充足の時期及び契約金額および履行義務への配分額の算定
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（１）１株当たり純資産額 140円92銭

（２）１株当たり当期純損失 △18円14銭

方法については、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記（３）

会計方針に関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

（３）　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な

変動も発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部

分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想され

る契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し

ております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要

な金額はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

－ 13 －
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株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 301,000 2,000 63,654 65,654

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 － － 32,720 32,720

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 32,720 32,720

当 期 末 残 高 301,000 2,000 96,375 98,375

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △54,005 312,648 9,200 321,849

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 － 32,720 - 32,720

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － △2,283 △2,283

当 期 変 動 額 合 計 － 32,720 △2,283 △30,436

当 期 末 残 高 △54,005 345,369 6,916 352,285

株主資本等変動計算書

（注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）に

よっております。

貯蔵品 移動平均法

（２）引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

（３）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

重要な収益及び費用の計上基準

　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

(「法人税、住民税及び事業税に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等

を当事業年度期首から適用しております。これによる財務諸表に与える影響はありません。
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３. 会計上の見積りに関する注記

（1）関係会株式の評価

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

イメージ情報システム株式会社　　65,000千円

株式会社バニヤンズ　　　　　　　68,000千円

株式会社エンジニアファーム　　　 3,000千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、当事業年度において株式会社バニヤンズの株式の50.4％を68,000千円で取得し、

当事業年度末の貸借対照表には、関係会社株式として当該金額に付随費用を加算した金額を

計上しております。

　超過収益力を反映した価額で取得した株式の評価は、当該超過収益力が毀損し、実質価額

が取得原価に比して大幅に低下した場合には、実質価額まで帳簿価額を切り下げる必要があ

りますが、当事業年度末において超過収益力を反映した実質価額と取得原価を比較した結

果、著しい下落はないと判断し、減損処理を行っておりません。

　超過収益力を反映した実質価額は、株式会社バニヤンズの将来の事業計画に基づいて見積

もっており、当該事業計画における仮定の内容は、「連結注記事項（重要な会計上の見積

り）（のれんの評価）」に記載のとおりであります。

４. 貸借対照表に関する注記

（１）偶発債務

 該当事項はありません。

（２）有形固定資産の減価償却累計額　　86,689千円

 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

（３）資産から直接控除した引当金

 その他（投資その他の資産）から直接控除した貸倒引当金　508,295千円

－ 16 －



2025/05/28 11:08:07 / 24177563_イメージ情報開発株式会社_招集通知

個別注記表

　　営業取引による取引高 61,063千円

　　　売　上　高 55,447千円

　　　仕　　　入 5,616千円

　　営業取引以外の取引による取引高 130千円

普通株式 63,759株

投資有価証券評価損 9,416千円

貸倒引当金 158,702千円

税務上の繰越欠損金 99,852千円

その他 48,303千円

繰延税金資産小計 316,275千円

評価性引当額 △316,275千円

繰延税金資産合計 －千円

投資有価証券評価差額金 2,035千円

繰延税金負債合計 2,035千円

繰延税金負債の純額（△） △2,035千円

５. 損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

７.税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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種　類 会 社 等 の 名 称
議決権等
の所有(被
所有)割合

関 連 当
事 者
と の 関
係

取 引 の 内 容
取引金額
(千円)

科 目
期 末 残 高

(千円)

子会社
イメージ情報シ
ステム株式会社

所 有
直 接
1 0 0 . 0％

役員の兼任
４名

人件費及び経費
の立替
(注1)

41,301
関係会社
立替金

8,062

経営指導料の
受領

49,104 － －

グループ法人税
制に伴う通算税

効果額
10,894 未払金 10,894

子会社
株式会社バニヤ

ンズ

所有

直接

50.4%

役員の兼任

２名

資金の貸付
（注２）

30,000
関係会社

長期貸付金
28,500

資金貸付 利息の受取 65 － －

資本取引
出　　　資
（注３）

68,000 － －

子会社
株式会社エンジニ

アファーム

所有

直接

60.0%

役員の兼任

２名

資本取引

出　　　資
（注４）

3,000 － －

８．決算日後における法人税等の税率の変更

　　「所得税等の一部を改正する法律（令和7年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立し、

2026年４月１日以降開始する事業年度より、防衛特別法人税が適用されることになりました。こ

れに伴い繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、2027年３月1日に

開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異について、従来の30.6％から31.5％に変更さ

れます。

　　　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

９. 関連当事者との取引に関する注記

（１）子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　人件費及び経費の立替は、実際の発生額によっております。

（注２）　貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

－ 18 －
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個別注記表

（１）１株当たり純資産額 174円72銭

（２）１株当たり当期純利益 16円23銭

（注３）　株式会社バニヤンズに対し、既存株主との相対取引及び新株予約権行使による株式取得によ

 り、当事業年度より連結子会社としております。

（注４）　株式会社エンジニアファームを共同出資によりの設立し、当事業年度より連結子会社として

 おります。

取引金額には消費税等は含まず、取引残高は消費税等を含んで表示しております。

（２）役員及び個人主要株主等

　　該当事項はありません。

10. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報に関しては、連結注記表と同

一であるため記載を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記

－ 19 －


